
為替週間展望＝ドル円は１３０円を固めて一段高か

　　　　　　　　　　［５月２日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 25 日～ 4 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  128.42   130.66(28)    126.95(27)    130.34   +1.84

ユーロ・ドル  1.0807   1.0851(25)    1.0483(28)    1.0519   -0.0271

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    26,847.90     -257.36     日本10年債利回り   0.227   -0.023

ダウ平均株価    33,301.93     -509.47     米10年債利回り     2.832   -0.067

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２日　　独４月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英４月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米４月製造業ＰＭＩ

　　　　米４月ＩＳＭ製造業景況指数、米３月建設支出

３日　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　独４月雇用統計

　　　　ユーロ圏３月生産者物価指数、ユーロ圏３月雇用統計

　　　　米３月製造業受注

４日　　ＮＺ第１四半期雇用統計

　　　　豪３月小売売上高

　　　　独３月貿易収支

　　　　独４月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英４月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏３月小売売上高指数

　　　　米４月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米３月貿易収支

　　　　カナダ３月貿易収支

　　　　米４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米４月ＩＳＭ非製造業景況指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、３～４日）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

５日　　豪３月貿易収支、豪３月住宅建設許可件数

　　　　独３月製造業受注指数

　　　　スイス４月消費者物価指数

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）プラス閣僚級会合（オンライン）

６日　　スイス４月雇用統計

　　　　独３月鉱工業生産指数

　　　　米４月雇用統計

　　　　カナダ４月雇用統計

　　　　カナダ４月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ＦＲＢによる金融引き締めスタンス、日銀による緩和策の継続を背

景にドル円は底堅い動きを続けることとなりそうだ。テクニカル的な過熱感による調整

を挟んで、ドル円は１３０円を指向して一段と上昇を続ける可能性が高いとした。
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【ＦＯＭＣや米雇用統計に注目】

　５月２日の週には日本市場はゴールデンウィークで大型連休となり、お休みムードが

広がる。ただ、米国では３～４日に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催され、６

日には４月の米雇用統計が発表される。注目度の高い経済指標やイベントが目白押しと

なり、その動向が注目される。

　　

　４月２８日の日銀金融政策決定会合の結果発表では、現行の長短金利操作（イールド

カーブ・コントロール）付き量的・質的金融緩和政策の継続を賛成多数で決定した。指

し値オペを「明らかに応札が見込まれない場合を除き、毎営業日、実施する」と発表し

た。これを受けて、ドル円は１２８円台後半から１２９．８０台まで上昇を見せた。

　　　

　その後、１２９円台後半でもみ合い後に１３０円台の大台にに乗せた。黒田日銀総裁

の記者会見では金融緩和策の継続を強調したことで、１３０．６０台まで一時上昇し

た。金融引き締めに前向きな米国と緩和的なスタンスを維持する日本の金融政策が対照

的なことから、ドル買い円売りが進行した。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチによると、５月３～４日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭ

Ｃ）での０．５０％の利上げ確率は９７％前後に達しており、５月のＦＯＭＣでの０．

５０％の利上げはほぼ確実とみられる。６月１４～１５日のＦＯＭＣでの０．５０％の

利上げ確率は２０％前後の水準に低下する一方、０．７５％の利上げ確率が８０％前後

に上昇している。

　　

　今回のＦＯＭＣでは０．５０％の利上げを実施したうえで、バランスシートの縮小に

も動くとみられている。３月のＦＯＭＣの議事要旨では、「５月にもバランスシート縮

小を開始して、月額９５０億ドルを上限とする」「国債は６００億ドル、住宅ローン担

保証券（ＭＢＳ）は３５０億ドルを上限として、償還を迎えた債券は再投資しない」と

いった点が明らかになっており、今回は具体的な行動計画が示されるとみられる。ま

た、今後の引き締めに関してどう動いてくるかのヒントが出てくるかが重要となる。市

場の想定以上に引き締めが加速するかどうかが注目される。

　　

　米１０年債利回りは２２日に２．９２％前後まで上昇、３％が視野に入ってきた。た

だ、その後は伸び悩みを見せている。ドルインデックスは３月３０日の９７台後半から

４月２８日には１０３台前半まで上昇しており、ドル高の流れは衰えていない。

　　

　ＦＲＢによる金融引き締めスタンスに変化はなく、日銀の緩和姿勢も継続するという

ことで、ドル円は底堅い動きを見せることとなりそうだ。ただ、ＦＲＢによる金融引き

締めを警戒しての株安などがドル円の上値を抑える可能性もある。そうした中、ドル円

は高値圏でのもみ合いながら１３０円台を固めて一段高となりそうだ。ドル円の目先の

予想レンジは、１２７．５０～１３２．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２日に米４月製造業ＰＭＩ、米４月ＩＳ

Ｍ製造業景況指数、米３月建設支出、３日に米３月製造業受注、４日に米４月ＡＤＰ雇

用統計、米３月貿易収支、米４月サービス業ＰＭＩ確報値、米４月ＩＳＭ非製造業景況

指数、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、３～４日）政策金利、パウエルＦＲＢ議長記

者会見、５日に米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産性指数、６

日に米４月雇用統計などがある。

　　

【ユーロドルは下落基調で推移か】

　中国の景気減速懸念や米国の金融引き締めに関する警戒感から米国株が下落すると、

リスク回避のドル買いの動きとなり、ユーロドルは軟調な流れを見せた。さらに２６～

２７日には、ロシアのガスプロムがポーランドとブルガリアへの天然ガス供給を停止す

るとの報道がユーロ売り圧力となった。ユーロドルは２８日に１．０５台割れまで下落

する展開となった。

　　

　ドルの強さに加えて、ウクライナ戦争の影響でユーロ圏での経済活動やエネルギーの

安全保障に警戒感が広がることとなった。ユーロ圏のインフレ率は高水準で、欧州中央

銀行（ＥＣＢ）による利上げ観測は高まりつつある。ただ、ウクライナ戦争によるマイ



ナス面の影響が大きく、ユーロドルは下落基調で推移するとみられる。ユーロドルの目

先の予想レンジは、１．０３００～１．０８００ドル。

　　

　日米以　　外の今後の経済指標やイベントは、２日に独４月製造業ＰＭＩ確報値、

ユーロ圏４月製造業ＰＭＩ確報値、英４月製造業ＰＭＩ確報値、３日に豪中銀（ＲＢ

Ａ）政策金利、独４月雇用統計、ユーロ圏３月生産者物価指数、ユーロ圏３月雇用統

計、４日にＮＺ第１四半期雇用統計、豪３月小売売上高、独３月貿易収支、独４月非製

造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏４月非製造業ＰＭＩ確報値、英４月非製造業ＰＭＩ確報

値、ユーロ圏３月小売売上高、カナダ３月貿易収支、５日に豪３月貿易収支、豪３月住

宅建設許可件数、独３月製造業受注指数、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、６日に独３月鉱

工業生産指数、カナダ４月雇用統計、カナダ４月ＩＶＥＹ購買部協会指数などがある。
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